
という大まかな３つが例示されている5）。また、中央教
育審議会答申では、「考えられる追究の視点（例）」とし
て、①位置や空間的な広がりの視点では、地理的位置、
分布、地形、環境、気候、範囲、地域、構成、自然条件、
社会的条件、土地利用、②時期や時間の経過の視点では、
時代、起源、由来、背景、変化、発展、継承、維持、向
上、計画、持続可能性、③事象や人々の相互関係の視点
では、工夫、努力、願い、業績、働き、つながり、関わ
り、仕組み、協力、連携、対策・事業、役割、影響、多
様性と共生（共に生きる）、が示されている6）。しかし、
これらの追究の視点は、いずれも概念的な例示に留まり、
学習する順序も示されていない。そのため、これだけで
は、具体的な社会科授業を構想することは難しい。また、
『解説』の指導計画作成上の配慮事項では、追究の視点
は多様にあり、必要に応じて組み合わせて用いることが
大切であるとも述べられている7）。これらのことから、
授業者は社会科授業を構想するにあたって、どのような
追究の視点から社会的事象を捉えさせようとするのかを
意識する必要がある。
　社会科授業における「追究の視点」とは、教師が児童
に社会的事象を捉えさせる時に最も有効だと考えられる
着目点であると言い換えることができる。しかし、児童
がその視点に着目しなければ、追究は起こらず、有効な
「視点」とはなりえないであろう。このことから、児童
がどのような視点に着目する傾向にあるのかを踏まえた
社会授業展開を構想することが必要である。

Ⅰ　研究の目的

　一般に小学校の社会科授業では、児童に科学的な社会
認識を育成することが求められている1）。従来の社会科
教育学研究においては、児童の社会認識を育成するため
に、「社会的な見方・考え方」が身につくように指導す
ることが目指されてきた2）。一方、平成29年に示された
新小学校学習指導要領においては、社会科の教科の目標
として、「社会的な見方・考え方を働かせ、課題を追究
したり解決したりする活動を通して、グローバル化する
国際社会に生きる平和で民主的な国家及び社会の形成者
に必要な公民としての資質・能力の基礎を育成すること」
を掲げている3）。また、『小学校学習指導要領解説社会編』
（以下は、『解説』）の中で「社会的な見方・考え方」は、
「社会的事象の意味や意義、特色や相互の関連を考察し
たり、社会に見られる課題を把握して、その解決に向け
て構想したりする際の『視点や方法（考え方）』である」
と定義されている4）。
　今後、社会科授業を構想する上で、社会的事象の本質
を捉えるために、どのような視点が有効なのかを吟味す
る必要がある。なぜなら、想定できる追究の視点の中か
ら、最も効果的な視点を選び、それに基づいた授業を展
開することで、社会的事象の意味や意義を適切に捉える
ことにつながるからである。『解説』においては、追究
の視点として、①位置や空間的な広がりの視点、②時期
や時間の経過の視点、③事象や人々の相互関係の視点、
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する推論を捉える分析視点を、先行研究を整理すること
によって検討する。

1 .　先行研究の整理
　商品価格の決定因に関する児童の経済認識に関して
は、これまでにも多くの研究がなされている。
  呂は、小学校 5年生に対して、品目（例えば、リンゴ
とメロンなど）によって価格が異なる理由を質問紙によ
って調査している。調査の結果、児童の回答は、「需要」
「供給」「コスト」「利益（売り手側）」「価値」に分類す
ることができ、さらに「価値」は自然的属性（質・色・
大きさ・重さなど）と社会的属性（高級・貴重・有名・
ブランド・大切・安全など）によるものがあるというこ
とを明らかにしている10）。
　藤村は、小学校 4年生から 6年生の児童に対し、生鮮
食品、加工食品、工業製品の価格が異なる理由をインタ
ビューによって調査している。その結果、 4～ 6年生に
かけて、商品の利用価値などの消費者側の要因だけでな
く、供給量、コスト、利益といった生産者側の要因も価格
と因果的に結び付けるようになることを明らかにした11）。
　福田は、児童に対し、レモネードを生産・販売する場
合、価格をどのように設定するかを、質問紙を用いて調
査している。その結果、生産コストや需要、供給などの
要因を踏まえて価格を設定できるかについて、学年によ
る差があることを明らかにしている12）。
　日下は、価格が異なる理由について、小学校 2年生、
4年生、 6年生に対し、インタビュー調査を行ってい
る。その結果、ものの値段の違いを説明する代表的な手
がかり（理由）および判断のルールとして、商品の「質」
（A）、商品やその売買または仕入の「量」（B）、手間や
労力（C）、経費など（D）の 4つを見出した13）。
　田丸は、スイカとバナナの価格の違いを説明する課題
を児童に対して行い、児童の説明を大まかに 2つに分類
している。 1つ目は、大きさなど直接的・感覚的性質で
ある自然的性質に基づく説明である。この説明は、目
に見える物理的側面に着目すると言い換えることができ
る。 2つ目は、需給や費用など社会的な関係に着目する
社会的性質に基づく説明である。これは、目に見えにく
い関係性に着目していると言い換えることができる。さ
らに、学年進行につれて、自然的性質に基づく説明から
社会的性質に基づく説明をする児童が増えることを明ら
かにした14）。
　これらの研究によって見出された、需要、供給、費用、
利益、付加価値、物理的側面といった視点は、いずれも
質問紙やインタビューを用いた調査によって明らかにな
ったものである。したがって、これらの視点は、社会の
わかり方の「心理」を明らかにしようとする本研究で用
いる分析視点として適している。

2 .　分析視点の検討
　児童が価格を捉える際にどのような視点で理解してい
るのかを見るためには、「価格」を決定する因子（分析

　小原は、教師が授業を構成するための意思決定の根拠
には、①社会認識形成の「論理」、②社会認識形成の「心
理」という 2つがあると述べている8）。社会認識形成の
「論理」とは、社会を認識するために「何をどのように
わからせるべきか、わかることが必要であるか」につい
ての考え方であり、この考え方のみに基づく授業は、教
師の準備した活動を子どもにたどらせる学習に留まり、
主体性を保証することができないという問題点を指摘し
ている。一方、社会認識形成の「心理」とは、「子ども
は社会をどのように認識していくのか」、「子どもは社会
をどのようにわかっていくのか」についての考え方であ
り、子どもが自ら学習を進めていくには、この「心理」
も授業を構想する際の根拠とすることが望ましい、と述
べている。加藤は、小原の主張を踏まえ、子どもの社会
のわかり方の「心理」に関する研究の必要性について言
及する一方で、「心理」の研究成果が社会科授業改善に十
分に生かされてこなかったという課題を指摘している9）。
小原と加藤の研究から、子どもが社会的事象について、
どのような視点で捉え、どのようにわかっていくのか、
という「心理」の発達的特徴を明らかにすることは、社
会科授業を構想する上で重要な根拠となるであろう。
　以上のことから、本研究では、①児童の社会のわかり
方の「心理」における発達的特徴とその課題について、
調査を通して解明すること、②調査結果を踏まえて、社
会科授業を構想するための「追究の視点」を検討するこ
と、の 2点を主たる目的とする。

Ⅱ　社会認識の発達を捉える視点

　児童の社会のわかり方の「心理」の発達的特徴を明ら
かにしようとするとき、ある具体的な事例を定めて調査
を行う必要がある。そこで、本研究では、児童の日常生
活と密接な関わりをもつ経済分野、特に商品価格の決定
因（モノの値段がどのように決まるのか）についてどの
ように推論するのかを調査する。
　経済分野を事例として扱うのは、経済活動は児童によ
り身近であり、生活経験を通して豊富な既有知識を獲得
していると推測できるからである。それ故に、既に児童
なりの見方・考え方を形成している可能性が高く、発達
的特徴を見取るのに適していると考えられる。
　また、商品の価格は、商取引を成立させるという経済
活動にとって不可欠な役割を担っている。さらに、パン
や自動車など目に見える商品の価格の決定には、その商
品自体を構成する原材料に加え、製造や流通、販売とい
った社会的な活動を考慮しなければならず、経済認識の
特徴を見取るのに適していると考えられる。
　以上のことから、本研究では、経済分野を事例とした
調査を通して、児童の社会のわかり方の「心理」の発達
的特徴とその課題を検討する。
　児童の経済のわかり方を見取るには、児童の記述をあ
る一定のカテゴリで分類し、その傾向を考察することが
必要である。そこで、本章では、商品価格の決定因に関
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表 1　商品価格の決定因に関する分析視点の整理

視点）を整理しておく必要がある。前述した呂、藤村、
福田、日下、田丸の研究では、「商品価格の決定因」に
ついて、どのような視点でカテゴリ分けをしているかを
整理し、本研究で用いる「商品価格の決定因」の分析視
点を検討する。
　商品価格の決定因について整理すると、（1）需要、（2）
供給、（3）費用、（4）利益、（5）付加価値、（6）物理的
側面という 6つの分析視点を見出すことができる（表 1

を参照）。しかし、これらの分析視点をもとに、社会科
授業構成を考える「追究の視点」とするには、経済学な
どの社会諸科学ではどのように捉えられているのかを踏
まえる必要がある。（1）需要、（2）供給という分析視点
については、需要供給曲線のグラフで、その交点が均衡
価格になるということからも、価格に及ぼす影響は明ら
かである15）。（3）費用、（4）利益については、生産と販
売の過程において生じる視点である。岸本は、価格をそ
の構成要素で示すと①〔コスト＋所得〕、②〔コスト＋
賃金＋利潤〕、③〔コスト＋利潤〕という式を用いて説
明している。さらに価格は、需要側と供給側の力関係に
も大きく影響を受けるとも述べている16）。岸本の示した
3つの式から価格の基本構造は、その品物（サービスな
どを含む）を生産するのにかかった「費用・コスト」に、
その品物を売ることで得たい儲けの部分である「利益」
を上乗せしたものであることが読み取れる。そして利益
の幅は、需要と供給の関係によって決定されるというこ
とがわかる。（5）付加価値については、主に商品の品質
に関わる視点である。岩崎は、「価値＝品質÷価格」と
いう方程式を示している17）。また、消費者にとっての品
質（知覚品質）を高めるためには、①消費者の五感に訴
える、②ブランド力を高める、③商品に関する情報を提
供する、④商品に物語性を付加する、⑤商品のオリジナ
リティを高める、⑥商品の希少性を高める、⑦代替品の
少ない商品を扱う、という 7つがあると述べている18）。
最後に、年齢の低い児童にとって、価格の差を説明する
のには「大きさ」といった（6）物理的側面を指摘する
ことが知られている19）。また、物理的側面は児童にとっ
て、目で確認することができ、認識しやすいという特徴
があると考えられる。そして、同じ性質を持つ商品でも
大きさによって価格が変動することは十分考えられるこ
とであり、物理的側面も価格に影響を与える要因となり
うると考えられる。

　以上のことから、（1）需要、（2）供給、（3）費用、（4）
利益、（5）付加価値、（6）物理的側面という 6つの分析
視点は、社会諸科学の捉えとしてもおよそ妥当である。
したがって、本研究でも用いる分析視点として、この 6

つを取り上げたい。

Ⅲ　研究の方法

1 .　「再生」と「再認」を用いた調査について
　本研究では、調査対象者を拡げ、多くのデータを分析
するため、質問紙調査を計画している。そのため、児童
の反応に応じて質問内容を変更しながら調査を行うこと
はできない。児童は、調査問題に対して答えようとする
とき、今までの経験や学んだ知識を思い出し、問題に対
する回答を作ると考えられる。これらの一連の行為は、
「記憶」に基づいて行われている。今井は、記憶の枠組
として、情報を覚えこむ「記銘」、それを保存しておく
「保持」、後でそれを思い出す「想起」という 3つがある
と述べている20）。このことから、質問紙調査は、ある問
題場面での「想起」の結果について、分析することにな
る。さらに、今井は、記憶の測定方法として、自由記述
のように被験者自身が持っている記憶の中から求められ
た情報を想起する「再生」と、選択肢などの中から自分
の記憶の中にある情報を想起する「再認」があると述べ
ている21）。このことから、児童のもっている記憶の中で
も、全く手がかりなしに想起できるものと、複数の選択
肢の中から既に知っているものを選び取る形で想起でき
るものとがあることがわかる。児童は、「知っているが
思い出せない」という状態でも選択肢の中から「この情
報は知っている」という認識をする場合もある。実際の
授業においても発言や思考を「再生」によってのみ行う
わけではない。授業で示された資料や教師の発問によっ
て、「再認」を使って、思考が進んでいくということは
十分に考えられる。「再認」によって想起できるものは
「再生」よりも多様であると推測できるため、より詳細
に児童の認識を捉えることができると考えられる。さら
に、「再認」で想起できる記憶は、児童が潜在的に知っ
ている領域、つまり、教育的働きかけによって認識を育
成することができる領域を捉えることができる可能性が
ある。
　以上のことから、児童の経済認識の特徴を捉えるには、
自由記述を用いた「再生」の方法だけでは調査の対象と
しては不十分である。「再生」による調査に加え、「再認」
の方法も併用することが必要であろう。
　そこで、調査問題には、 2つの類型を設定した。すな
わち、①再生を用いて回答する問題、②再認を用いて回
答する問題である。
　再生を用いて回答する問題では、ある質問に対して自
由記述法での回答を求める。自由記述における回答内容
を、予め設定した分析視点で分類し、その回答の傾向や
特徴を分析する。
　再認を用いて回答する問題では、設定した分析視点を
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選択肢として示し、そのうちでどれかを選択することを
求める。しかし、商品価格の決定因のように、多数の要
因によって複合的に決定される事例では、重要だと考え
ているものを複数の選択肢の中から適切に選ぶことは難
しい。このような場合、多数の対象を一度に比較するの
ではなく、 2個ずつの組を作り、対にして比較する一対
比較法という手法が有効である22）。この一対比較法を使
う利点は、 2つある。 1つ目は、前述したように、複数
の対象の重要度などを尺度化することができるという点
である。 2つ目は、 2つを対にしてどちらかを選択する
という手法は、年齢が低い学年の児童にとっても回答し
やすく、質問紙調査に適していることである。このよう
な理由から、再認を用いて回答する問題は、一対比較法
を用いて調査することとする。

2 .　予備調査の実施
　予備調査では、本調査で用いる 6つの分析視点と、再
生と再認の 2種類の想起を用いた質問形式の妥当性を検
証し、本調査の分析視点と質問形式を確定することを目
的としている。
（1） 日時
　2016年12月19日の授業時間中に調査を行った。
（2） 場所
　島根県内の小学校 1校の教室内において調査を行っ
た。
（3） 対象者
　島根県内の小学校 1校　第 3学年26名（男児14名、女
児12名）に対し、調査を行った。
（4） 方法
　自由記述法と一対比較法の 2種類の質問紙調査を行っ
た。
（5） 項目

1）リンゴ、豆腐、遊園地のチケットという 3品目の価
格がA店よりもB店の方が高いという場面を設定し、
B店がより高い価格をつけた理由について、自由記
述で回答させた。

2）リンゴ、豆腐、遊園地のチケットという 3品目の価
格がA店よりもB店の方が高いという場面を設定し、
B店の人がA店より高い価格をつけた時に、より考
慮したと考えられる視点について、（1）需要、（2）
供給、（3）費用、（4）利益、（5）付加価値、（6）物
理的側面の 6視点で一対比較させた。

　なお、 3品目について選定した理由は、第 1次産業製
品としてのリンゴ、第 2次産業製品としての豆腐、第 3

次産業製品としての遊園地のチケットとすることで、お
よそすべての産業における品目について調査するためで
ある。
　また、回答時間はそれぞれ30分程度であった。
（6） 分析の手続き
　自由記述法の質問紙の分析の手続きについては、回答
内容に着目して、以下の手順で行った。まず、回答を
（1）需要、（2）供給、（3）費用、（4）利益、（5）付加価

値、（6）物理的側面、（7）その他の 7つで分類を行った。
また、今回の分析では、（7）その他は、分析の対象とせ
ず、それ以外のカテゴリにおける同一視点の複数回答は、
最初に回答されたもののみを分析対象とする。それぞれ
の分析視点の回答率（回答数/全回答数）を求め、児童
の認識の傾向を分析する。
　一対比較法の質問紙の分析については、心理学実験指
導研究会の「Ⅲ－ 5　一対比較による好悪の尺度化」に
示された手順に従って尺度値を求めた23）。尺度値は、正
の値になればなるほど選ばれやすく、負の値になればな
るほど選ばれにくいことを表している。また、各項目の
間隔は、選ばれやすさのそれと対応している。
　 2種類の調査の結果を照らし合わせて、共通点や相違
点を見出すことで、児童の経済認識の特徴を考察する。
（7） 予備調査の結果
　自由記述における分析視点の回答率（回答数/全回答
数）を図 1に示す。図 1より、3つの品目を合わせると、
想定したすべての分析視点の回答があった。
　次に回答の傾向を見ると、すべての品目において「付
加価値」の回答が一番多かった。この原因の 1つとして、
「付加価値」には、おいしさや使いやすさ、面白さなど
品質の高さ、めずらしさ、有名かどうか、など該当する
ものが多様にあることが考えられる。付加価値の内容を、
細分化することで、より詳細に児童の経済認識を捉える
ことができると考えられる。青木は、一般的に製品の価
値は、その有用性と稀少性によって決まると述べてい
る24）。図 2は、「付加価値」に分類したものを「有用性」
と「稀少性」で再分類したものである。図 2より、「稀
少性」に関する回答は、他の分析視点より低いことが明
らかになった。
　図 3は、一対比較法の回答から求めた好悪の尺度値を
示している。なお、予備調査の実施段階では、付加価値
として、選択肢の中の文言を「○○のめずらしさ」とし
ていたため、図 3では、「付加価値（稀少性）」という表
記をしている。図 3より、「費用」と「付加価値（ここ
では稀少性）」の視点の尺度値が高いことが明らかにな
った。

図 1　予備調査における自由記述の回答率
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2）再生と再認によって、児童の回答が異なる可能性が
あることから、発達可能性のある領域を推測できる
可能性があるので、自由記述法と一対比較法の 2種
類の形式で調査を行うこと。

Ⅳ　児童の経済認識の発達に関する調査

 本章では、検討した分析視点や予備調査の結果を踏ま
え、本調査を行う。本調査の手続きは、以下の通りであ
る。

1 .　本調査の実施
　調査の目的は、児童に対し、商品価格の決定因を推論
させ、その回答を分析することで児童の経済認識の発達
的特徴とその課題を明らかにすることである。
（1） 日時
　2017年 1月に各学級の授業時間中に調査を行った。
（2） 場所
　島根県内の小学校 1校の各学級の教室内において調査
を行った。
（3） 対象者
　島根県内の小学校 1校　第 3学年75名（男児40名、女
児35名）、第 4学年75名（男児43名、女児32名）、第 5学
年73名（男児33名、女児40名）、第 6学年64名（男児33

名、女児31名）の計287名（男児合計149名、女児合計
138名）に対し、調査を行った。
（4） 方法
　自由記述法と一対比較法の 2種類の質問紙調査を行っ
た。
（5） 項目

1）リンゴ、豆腐、えんぴつ、遊園地のチケットという
4品目の価格がA店よりもB店の方が高いという場
面を設定し、B店がより高い価格をつけた理由につ
いて、自由記述で回答させた。

2）リンゴ、豆腐、えんぴつ、遊園地のチケットという
4品目の価格がA店よりもB店の方が高いという場
面を設定し、B店の人がA店より高い価格をつけた
時に、より考慮したと考えられる視点について、（1）
需要、（2）供給、（3）費用、（4）利益、（5）有用性、
（6）稀少性、（7）物理的側面の7視点で一対比較さ
せた。

　なお、 4品目について選定した理由は、第 1次産業製
品としてのリンゴ、第 2次産業製品の中でも加工食品で
ある豆腐、工業製品であるえんぴつ、第 3次産業製品と
しての遊園地のチケットとすることで、およそすべての
産業における品目について調査するためである。
　また、一対比較の質問紙は、 1つの品目につき21問あ
り、回答時間が長くなることが予想されたので、 2つに
分けている。リンゴと豆腐の 2品目を一対比較①、えん
ぴつと遊園地のチケットの 2品目を一対比較②としてい
る。回答時間は、自由記述、一対比較①、一対比較②そ
れぞれ30分程度であった。

図 2　予備調査における自由記述の回答率
（付加価値分割版）

図 3　予備調査における一対比較法の尺度値

（8） 予備調査結果の考察
　予備調査の自由記述の回答から、 3つの品目をすべて
合わせると、設定した 6つの分析視点の回答があったこ
とから、およそ分析視点として妥当であると考えられる。
　さらに「付加価値」の視点は、該当する内容が多様で
あり、より詳細に経済認識の特徴を見るために細分化
することが望ましいと考えられる。そこで、「付加価値」
の回答を「有用性」と「稀少性」に分割して、再集計す
ると、「稀少性」に関する回答は少ないことが示唆され
た。その一方、一対比較の尺度値では、「○○のめずら
しさ」という稀少性に関する視点が他の視点に比べて高
いということも示された。このことから、「再生」と「再
認」という 2種類の調査方法によって、児童の回答に違
いがある可能性がある。このことは、何も手がかりがな
い再生の問題では気づかないことも、選択肢がある再認
の問題では選択肢自体を手がかりにして考えることがで
きるという発達可能性のある領域を捉えることにつなが
ることを示唆している。
　以上の予備調査の結果を踏まえ、本調査では次の 2点
に留意して調査を進める。
1）児童の経済認識をより詳細に捉えるために、分析視
点の「付加価値」を「有用性」と「稀少性」という
2つに分ける。したがって、本調査で用いる分析視
点は、（1）需要、（2）供給、（3）費用、（4）利益、
（5）有用性、（6）稀少性、（7）物理的側面という 7

つにすること。
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　各学年で回答する視点に傾向があるかを検討するため
に図 4のデータに基づいて、学年（4）×分析視点の回
答数（7）のχ2検定を行った。その結果、χ2（18）＝
48.518となり、p＜.001（0.1％水準）で有意な差が見られ
た。残差分析の結果（表 2）から、学年進行につれて
「費用」と「利益」の視点の回答は多くなっていた。
　次に、学年に関係なく回答する視点に傾向があるかを
検討するために、各分析視点の回答数に対し、分散分析
を行った。分散分析の結果、F（6，2049）＝225.686，p
＜.001，ES：η²＝.795,1-β＝1.000となり、回答する分
析視点の数に偏りが見られることが明らかになった。そ
こで、TukeyのHSD法による多重比較を行ったところ、
MSe=62.602でいずれも 1％水準で有意な差があった。
「有用性」の回答数は、他の視点に比べ、有意に多かっ
た。「稀少性」の回答数は、他の視点に比べ、有意に少
なかった。「供給」の回答数は、「稀少性」以外の視点に
比べ、有意に少なかった。「需要」の回答数は、「稀少性」
「供給」以外の視点に比べ、有意に少なかった。
　
　一対比較法の回答から求めた好悪の尺度値を図 5～ 8

に示す。

（6） 分析の手続き
　自由記述法の質問紙の分析の手続きについては、回答
内容に着目して、以下の手順で行った。まず、回答を
（1）需要、（2）供給、（3）費用、（4）利益、（5）有用性、
（6）稀少性、（7）物理的側面、（8）その他の 8つで分類
を行った。また、今回の分析では、（8）その他は、分析
の対象とせず、それ以外のカテゴリにおける同一視点の
複数回答は、最初に回答されたもののみを分析対象とす
る。全品目の回答を集計し、それぞれの分析視点の回答
率（回答数/全回答数）を求め、児童の認識の傾向を統
計的な検定を用いて分析する25）。
　一対比較法の質問紙の分析については、心理学実験指
導研究会の「Ⅲ－ 5　一対比較による好悪の尺度化」に
示された手順に従って尺度値を求めた26）。尺度値は、正
の値になればなるほど選ばれやすく、負の値になればな
るほど選ばれにくいことを表している。また、各項目の
間隔は、選ばれやすさのそれと対応している。
　 2種類の調査の結果を照らし合わせて、共通点や相違
点を見出すことで、児童の経済認識の特徴を考察する。

2 .　調査結果
　自由記述における各分析視点の回答率（回答数/全回
答数）を図 4に示す。

図 4　価格の決定因　自由記述での回答率

表 2　自由記述での回答数の残差分析の結果

図 5　リンゴの価格の決定因　一対比較　尺度値

図 6　豆腐の価格の決定因　一対比較　尺度値
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図 7　えんぴつの価格の決定因　一対比較　尺度値

図 8　遊園地のチケットの価格の決定因　一対比較　尺度値

図 9　価格の決定因　一対比較での選択率

表 3　一対比較での選択数の残差分析の結果

　一対比較で求めた尺度値は、各品目で集計することで
求めるため、学年による差を解明するのには適していな
い。そこで、各学年で選択される視点の傾向を検討する
ために、すべての品目で各分析視点が選択された回数を
集計し、選択率（選択数/全選択数）を求めた（図 9）。
図9のデータに基づいて、学年（4）×分析視点の回答数
（7）のχ2検定を行った。その結果、χ2（18）＝98.727と
なり、p＜.001（0.1％水準）で有意な差が見られた。残
差分析の結果（表 3）から、学年進行につれて「費用」
「利益」の視点の選択される数が多くなっていた。
　次に、学年に関係なく選択する視点に傾向があるかを
検討するために、各分析視点の選択数に対し、分散分析
を行った。分散分析の結果、F（6,22841）＝276.325，p
＜.001，ES：η²＝.726,1－β＝1.000となり、選択される
分析視点の数に偏りが見られることが明らかになった。
そこで、TukeyのHSD法による多重比較を行ったところ、
MSe=924.706でいずれも 1％水準で有意な差があった。
「有用性」の選択される数は、他の視点に比べ、有意に
多かった。「需要」の選択される数は、他の視点に比べ、
有意に少なかった。「供給」の選択される数は、「需要」
以外の視点に比べ、有意に少なかった。また、「稀少性」
の視点の選択される回数は、 7視点の中で 4番目に多か
った。
　ここまでの統計的な分析を踏まえると、次の 4点を児
童の回答の特徴として指摘することができる。
（1） 自由記述、一対比較の問題の両方において、「有用

性」の視点は、他の視点に比べ、回答されたり、選
択されたりされることが多い。

（2） 自由記述、一対比較の問題の両方において、「費用」
「利益」の視点は、学年進行につれて、回答された
り、選択されたりされることが多くなる。

（3） 自由記述、一対比較の問題の両方において、「需要」
「供給」の視点は、他の視点に比べ、回答されたり、
選択されたりされることが少ない。

（4） 自由記述の問題における「稀少性」の視点の回答数
は、他の視点に比べ、回答されたり、選択されたり
されることが少ない。その一方で、一対比較の問題
における「稀少性」の視点の選択される回数は、全
体で 4番目に多い。
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として、おいしさや使いやすさなどの品質の高さを指
す「有用性」などその製品自体が持つ性質に着目しやす
いことが明らかになった。一方、めずらしさ、手に入り
にくさなどを指す「稀少性」という視点は、児童にとっ
て価格との因果関係を再生によって推論することは難し
い。しかし、選択肢として、情報の手がかりを示される
と、再認によって、ある程度考慮することが明らかにな
った。これは、商品価格の決定因に関する調査を再生と
再認の 2種類の方法で行ったことで明らかになったこと
であり、児童の潜在的な認識を捉えるという点において
意義があったと考えられる。
　第 2に、児童は、学年進行に伴い、商品の販売に関わ
る前後を考慮できる認識が広がることが明らかになっ
た。これは、消費者としての認識だったものが、学年進
行につれて、生産者や販売者のことを考慮できるように
なることを示していると考えられる。
　第 3に、児童は、需給のように相対的な数量関係によ
って価格が変化するということについての理解には課題
があるということが見出された。「需要」「供給」の視点
は、再生だけでなく再認の問題においても他の視点と比
べ、選ばれることが少ない。このことから、その重要性
を理解することは、経済認識を育成するための課題とし
て位置づくと考えられる。

　また、これらの研究の成果から、社会科授業を構想す
るための「追究の視点」を検討する上で、 2つの授業仮
説を立てることができる。

　授業仮説（1）（2）ともに、児童の経済認識として課
題のある、需給と価格の因果関係の理解を目標としてい
る。需給と価格の因果関係は、均衡価格の決定に直結す
る要素であり、商品価格の決定に大きな影響を及ぼして
いる。したがって、経済の仕組みを理解するのに十分に
意義がある。
　また、価格の決定には、様々な要素が複雑に組み合わ
さっている。今回、分析視点の中で、児童の認識に偏り
があることが見出された。そこで、その中でも、児童が
最も着目する「有用性」と、不十分な認識に留まってい
るが、手がかりの有無によっては考慮できる可能性があ
る「稀少性」、これら 2つの視点のそれぞれを追究の視
点とした社会科授業を実践することが構想できる。

3 .　考察
　小学校第 3～ 6学年に対して行った横断的調査の結果
をもとに、児童の経済認識の発達について考察する。
　児童の商品価格の決定因に関わる経済認識の発達的特
徴とその課題として、次の 4点を指摘することができる。

　調査の結果から、児童は商品価格の決定因として、着
目する視点に偏りがあることが明らかになった。
　再生と再認の問題で「有用性」の視点は、回答された
り、選択されたりすることが有意に多いことから、商品
価格の決定因として「有用性」などその製品自体が持っ
ている性質に最も着目しやすいといえる。
　再生と再認の問題で「費用」「利益」の視点は、学年
進行に伴って、回答されたり、選択されたりすることが
有意に多くなる。「費用」は、製品を生産する前やその
過程を考慮する視点であり、「利益」は、店がその製品
を販売した後のことを考慮する視点である。これらのこ
とから、学年進行に伴い、児童の経済認識は、製品の生
産前や販売後のことを考慮するようになる。
　再生と再認の問題で「需要」「供給」の視点は、回答
されたり、選択されたりすることが少ない。このことか
ら、児童は、需給など相対的な数量関係と商品の価格と
の因果関係は認識することが難しいと推測される。
　「稀少性」の視点は、再生の問題では、回答率が有意
に低い一方で、再認の問題では、 4番目に選択されるこ
とが多く、7つの分析視点のうちで中位にある。これは、
再生と再認の問題で、児童の反応が異なることを示して
おり、選択肢の有無で想起の結果が異なることを意味し
ている。つまり、選択肢という手がかりがあると児童が
認識できる視点が変化するということを示している可能
性があり、その点において、「稀少性」と価格の因果関
係は、不十分な認識に留まっているといえる。

Ⅴ　研究の成果

　本章では、調査で明らかになったことを踏まえ、成果
としてまとめる。
　第 1に、 2種類の調査方法を行うことで、その回答傾
向の違いを明らかにできたことである。具体的には、前
章で示した児童の経済認識の調査において、「付加価値」
を分割して設定した「有用性」「稀少性」の 2つの視点
で異なる結果が見出された。児童は、商品価格の決定因

①「有用性」などのその製品自体が持っている性質
に最も着目しやすい。

②学年進行に伴い，「費用」や「利益」といった，
製品を生産する前や販売した後のことを次第に考
慮できるようになる。

③「需要」「供給」といった相対的な数量関係と価
格の因果関係についての認識には課題がある。

④「稀少性」と価格の因果関係については，不十分
な認識に留まっている。

（1） 需給と価格の因果関係の理解を促進するために
は、児童が最も着目する「有用性」を追究の視
点とした社会科授業を実践することが有効であ
ろう。

（2） 需給と価格の因果関係の理解を促進するために
は、児童が不十分な認識をしている「稀少性」
を追究の視点とした社会科授業を実践すること
が有効であろう。
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17） 岩崎邦彦『小が大を超えるマーケティングの法則』
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チャを探る　〔新版〕』有斐閣，2011年，p.166。
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22） 心理学実験指導研究会（編）「Ⅲ－5　一対比較によ
る好悪の尺度化」『実験とテスト＝心理学の基礎―実
習編―』培風館，1985年，pp.73－76,157－159。

23） 同上。
24） 青木は、以下の文献で製品の価値は、その有用性と
稀少性によって決まると述べている。
・青木幸弘「製品・ブランド戦略と価値創造　「売れ続
ける仕組みづくり」をめざして」青木幸弘　恩蔵直人
（編）『製品・ブランド戦略〔現代のマーケティング戦
略①〕』有斐閣アルマ，2004年，pp.12－13。

25） 統計的な検定に関しては、「IBM SPSS Statistics 22」
を用いて分析を行った。

26） 前掲書，『実験とテスト＝心理学の基礎―実習編―』，
pp.73－76,157－159。

Ⅵ　今後の課題

　今後の課題として、以下の 2点を挙げる。

①児童の経済認識の発達を促進する「追究の視点」を
特定するために、実験的授業を行い、その成果を批
判的に分析する。

②実験的授業によって得られた成果と課題を踏まえ、
児童の経済認識の発達を促進する社会科授業を開発
する。

　本研究では、質問紙調査の結果から児童の経済認識の
発達を促進する授業仮説を設定した。したがって、次に
授業仮説を検証するために、実験的授業を実施する。そ
して、その成果と課題を明らかにすることで、経済認識
の発達を促進する「追究の視点」を検討する。
　そして、適当な「追究の視点」を用いて、社会科授業
を単元レベルで構想する。「追究の視点」は、あくまで
視点に過ぎず、それを用いて追究が起きるように授業展
開を考えることが重要である。今後は、実験的授業の結
果などを批判的に吟味し、社会科授業モデルを構想する。
　また、本研究では小学校1校での調査を基に児童の経
済認識について考察を行った。今後は調査対象を拡げ、
より客観的なデータを基に分析することも検討したい。
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